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市）から 2,249 ヵ所の住民（村民）委員会5) を抽出し，
その中から 5 万余り世帯を調査対象として抽出し，家
庭訪問方式により調査を行った。有効サンプル数が





口）は 3.4 億人，内男性 1.94 億人，女性 1.46 億人，さ
らに都市部の住民 2.18 億人，農村部の住民 1.22 億人で
1.　はじめに









































13.9％，「毎月 1 回以上，毎週 1 回未満」程度実施する
人 18.7％，「毎週 1 ～ 2 回」実施する人 27.6％，「毎週

















































なる。16 ～ 19 歳の年齢層の 24.0％から，70 歳以上の










年代別にみると，16 ～ 19 歳の年齢層の主な実施種
目は，球技 34.9％，ジョギング 31.5％，健康歩き 19.1％
の順となっている。50 歳以上の年齢層では「ウォーキ
ング」が最も高く，いずれの年齢層にも占めた割合は











































用料「11 ～ 30 元／ 1 回」程度の有料運動・スポーツ
施設を利用する参加者の割合が最も高く，27.6％で
あった。次いで，「5 ～ 10 元／ 1 回」，「5 元以下／ 1
回」，「31 ～ 50 元／ 1 回」等の順となっている（図 9）。
運動・スポーツの実施場所として，自宅あるいは職
場から 1,000 メートル以内の場所を利用する人の割合
は 55.0％であった。1,000 ～ 2,000 メートル以内の場所























高くなる。例えば，「一人で」行う人の割合が 16 ～ 19
歳年齢層の 18.7％から，70 歳以上年代の 45.5％までと
高くなる。しかし，「友人・同僚と一緒に」行う人の割











第に高くなり，16 ～ 19 歳年齢層の 4.5％から 70 歳以
上年代の 46.0％へと上昇した。「暇つぶし・娯楽」目的













金額は 593 元／ 1 年であった。1 年間運動・スポーツ
消費の総額では，99 元以下の人の割合は 12.8％，100
～ 499 元の人の割合は 53.4％，500 ～ 999 元の人の割




動・スポーツ消費は 793 元であった。20 歳代以上の年
代では，年齢が高くなるにつれて，消費水準も持続的














































































































































































12) 「全民健身計画綱要」は 1995 年に公布されたが，10
年計画で中国の運動・スポーツの発展の基礎を築く
上で大きな貢献をし，さらに 2006 年以降新たな 10
年計画を推進させ，2009 年には「全民健身条例」を
公布し，「全民健身日」などを設けてスポーツの普及
に大きな影響を及ぼしている。
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が運動・スポーツに対する認識を明らかに深めた。運
動・スポーツを行う意欲も高まり，運動・スポーツ参
加における実施種目の多様化が示され，「近隣」の公共
運動・スポーツ施設を選択する傾向も読み取れる。近
年，住民の身近なところに運動・スポーツ施設を設置
したことによってその成果と効果が現れてきており，
住民の運動・スポーツ参加にとって便利となり，住民
が生涯にわたって運動・スポーツに親しむ習慣を育成
するのに有効な保障を提供した。またそれ以外には都
市部住民の運動・スポーツの消費水準が上昇し続ける
ことによって運動・スポーツの「社会化」と「生活化」
との進展を加速させ，運動・スポーツの産業化の発展
の基礎を固めた。
同時に，本調査の結果からみると，中国の運動・ス
ポーツ参加において解決しなければならない問題が依
然として存在している。まず一つは，生活リズムの加
速と加重労働の圧力の激増により，多くの人は仕事の
忙しさのために運動・スポーツの実施時間を失ってし
まったことである。次に，運動・スポーツ施設の不足
あるいは欠如は依然として運動・スポーツ参加に影響
を与える主な原因となっている。さらには住民の運動・
スポーツ参加は依然として自発的な参加が多く，一部
の活動ではより多くの住民を引き込み，さらなる持続
的な参加を促進させることができなかった。また住民
の運動・スポーツ活動に対して有効な科学的指導が依
然として不足しており，その効果が低くなってしまっ
たことである。また運動・スポーツ消費の構成では合
理性に欠けており，運動・スポーツ用品の購入等の直
接消費を中心としたものである。最後に，運動・スポー
ツに参加するには，都市部の住民と農村部の住民との
格差，全国レベルでも地域格差が依然として存在して
いることである。とりわけ都市部と農村部との格差は
さらに大きいのである。
4.　注
1) 中国の国家体育総局とは，中国中央政府のスポーツ
行政を管轄する機構である。
2) 国家体育総局のウェブサイトで公表されている原文
表 9　地域別各運動・スポーツ消費項目人数の割合
